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【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長 伊藤 博史 
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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年９月28日に提出いたしました第３期(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日)の有価証券報告書の記載

事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  ２ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

   ② 損益計算書 

  注記事項 

   (損益計算書関係) 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

   ２【財務諸表】 

②【損益計算書】 

  

(訂正前) 

  

  

   
前事業年度 

(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
  至 平成19年６月30日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 

百分比 
    
(％) 

金額(千円) 
百分比 
    
(％) 

Ⅰ 売上高    3,961,347 100.0  4,751,390 100.0 

Ⅱ 売上原価    3,383,894 85.4  4,022,872 84.7 

   売上総利益    577,452 14.6  728,517 15.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          
 １ 役員報酬  57,577   43,528    
 ２ 給与手当  201,705   269,774    
 ３ 退職給付費用  5,457   2,690    
 ４ 法定福利費  30,915   42,809    
 ５ 求人費  126,503   123,553    
 ６ 租税公課  21,451   22,397    
 ７ 減価償却費  10,895   8,463    
 ８ その他  121,072 575,578 14.5 154,085 667,302 14.0 

   営業利益    1,874 0.0  61,215 1.3 

Ⅳ 営業外収益          
 １ 受取利息  1,872   1,301    
 ２ 受取配当金  39   74    
 ３ 賃貸収入 ※１ 45,586   51,883    
 ４ 消費税差額益  63,472   ─    
 ５ 業務受託料     ―   33,072    
 ６ その他  14,565 125,537 3.2 5,595 91,927 1.9 

Ⅴ 営業外費用          
 １ 支払利息  6,017   ―    
 ２ 賃貸原価 ※２ 16,479   18,726    
 ３ 上場関連費用  ―   21,315    
 ４ 新株発行費  3,001   ―    
 ５ 株式交付費  ―   943    
 ６ その他  615 26,114 0.7 773 41,759 0.9 

   経常利益    101,297 2.6  111,382 2.3 
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前事業年度 

(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
  至 平成19年６月30日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 

百分比 
    
(％) 

金額(千円) 
百分比 
    
(％) 

Ⅵ 特別利益          
 １ 固定資産売却益 ※３ 15,665 15,665 0.4 ― ― ― 

Ⅶ 特別損失          
 １ 固定資産除却損 ※４ 4,007   1,137    
 ２ 固定資産売却損 ※５ 11,164 15,172 0.4 ― 1,137 0.0 

   税引前当期純利益    101,790 2.6  110,245 2.3 
   法人税、住民税 
       及び事業税  6,019 6,019 0.2 9,483 9,483 0.2 

   当期純利益    95,770 2.4  100,762 2.1 
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(訂正後) 

  

  

   
前事業年度 

(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
  至 平成19年６月30日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 

百分比 
    
(％) 

金額(千円) 
百分比 
    
(％) 

Ⅰ 売上高    3,961,347 100.0  4,751,390 100.0 

Ⅱ 売上原価    3,383,894 85.4  4,022,872 84.7 

   売上総利益    577,452 14.6  728,517 15.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          
 １ 役員報酬  57,577   43,528    
 ２ 給与手当  201,705   269,774    
 ３ 退職給付費用  5,457   2,690    
 ４ 法定福利費  30,915   42,809    
 ５ 求人費  126,503   123,553    
 ６ 租税公課  21,451   22,397    
 ７ 減価償却費  10,895   8,463    
 ８ その他  121,072 575,578 14.5 154,085 667,302 14.0 

   営業利益    1,874 0.0  61,215 1.3 

Ⅳ 営業外収益          
 １ 受取利息  1,872   1,301    
 ２ 受取配当金  39   74    
 ３ 賃貸収入 ※１ 45,586   51,883    
 ４ 消費税差額益  63,472   ─    
 ５ 業務受託料 ※２ ―   33,072    
 ６ その他  14,565 125,537 3.2 5,595 91,927 1.9 

Ⅴ 営業外費用          
 １ 支払利息  6,017   ―    
 ２ 賃貸原価 ※３ 16,479   18,726    
 ３ 上場関連費用  ―   21,315    
 ４ 新株発行費  3,001   ―    
 ５ 株式交付費  ―   943    
 ６ その他  615 26,114 0.7 773 41,759 0.9 

   経常利益    101,297 2.6  111,382 2.3 
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前事業年度 

(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
  至 平成19年６月30日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 

百分比 
    
(％) 

金額(千円) 
百分比 
    
(％) 

Ⅵ 特別利益          
 １ 固定資産売却益 ※４ 15,665 15,665 0.4 ― ― ― 

Ⅶ 特別損失          
 １ 固定資産除却損 ※５ 4,007   1,137    
 ２ 固定資産売却損 ※６ 11,164 15,172 0.4 ― 1,137 0.0 

   税引前当期純利益    101,790 2.6  110,245 2.3 
   法人税、住民税 
       及び事業税  6,019 6,019 0.2 9,483 9,483 0.2 

   当期純利益    95,770 2.4  100,762 2.1 
           

2154/2007年-6-



注記事項 

(損益計算書関係) 

  
(訂正前) 
  

  
  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

※１ 賃貸収入は、テナント入居者からの賃貸料であ
ります。 
  

※１ 同左 

※２ 賃貸原価には、建物のうちテナント賃貸部分に
対する減価償却費6,004千円が含まれておりま
す。 
  

※２ 賃貸原価には、建物のうちテナント賃貸部分に
対する減価償却費7,241千円が含まれておりま
す。 

※３ 固定資産売却益は次のとおりであります。 
  

土地 14,052千円
工具器具及び備品 1,142千円
 車両運搬具 469千円
   計 15,665千円
   

※３       ─────── 
  

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

  
建物 3,820千円
車両運搬具 187千円
   計 4,007千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

  
工具器具及び備品 1,137千円

※５ 固定資産売却損は次のとおりであります。 
  

建物 10,667千円
 機械及び装置 497千円
   計 11,164千円
   

※５       ─────── 
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(訂正後) 
  

  

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

※１ 賃貸収入は、テナント入居者からの賃貸料であ
ります。 
  

※１ 同左 

※２       ─────── 
  

  
  
  

※２ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま
す。 

  
業務受託料 33,072千円

※３ 賃貸原価には、建物のうちテナント賃貸部分に
対する減価償却費6,004千円が含まれておりま
す。 
  

※３ 賃貸原価には、建物のうちテナント賃貸部分に
対する減価償却費7,241千円が含まれておりま
す。 

※４ 固定資産売却益は次のとおりであります。 
  

土地 14,052千円
工具器具及び備品 1,142千円
 車両運搬具 469千円
   計 15,665千円
   

※４       ─────── 
  

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

  
建物 3,820千円
車両運搬具 187千円
   計 4,007千円

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

  
工具器具及び備品 1,137千円

※６ 固定資産売却損は次のとおりであります。 
  

建物 10,667千円
 機械及び装置 497千円
   計 11,164千円

※６       ─────── 
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